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に配慮した製品の開発に努めております。に配慮した製品の開発に努めております。に配慮した製品の開発に努めております。に配慮した製品の開発に努めております。
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■日本油脂㈱日本油脂㈱日本油脂㈱日本油脂㈱
　　　創立創立創立創立　昭和12年6月１日（設立昭和24年7月1日）
　　資本金資本金資本金資本金　15,994百万円（2002年3月31日）
　　従業員従業員従業員従業員　1,675人（2002年3月31日）
　　　本社　　　本社　　　本社　　　本社　東京都渋谷区恵比寿4-20-3
　　ＵＲＬＵＲＬＵＲＬＵＲＬ　http://www.nof.co.jp/
　　　　報告対象報告対象報告対象報告対象　尼崎工場（兵庫県尼崎市）
　　　　　　千鳥工場（神奈川県川崎市）
　　　　　　愛知事業所（愛知県知多郡）
　　　　　　大分工場（大分県大分市）
　　　　　　王子工場（東京都北区）
　　　　　　筑波研究所（茨城県つくば市）

■日本工機株式会社■日本工機株式会社■日本工機株式会社■日本工機株式会社
　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　2,000百万円（2002年3月31日）
　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　487人（2002年3月31日）
　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象　白河製造所

■日油技研工業株式会社■日油技研工業株式会社■日油技研工業株式会社■日油技研工業株式会社
　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　1,478百万円（2002年3月31日）
　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　184人（2002年3月31日）
　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象　川越工場

■北海道日本油脂株式会社■北海道日本油脂株式会社■北海道日本油脂株式会社■北海道日本油脂株式会社
　　　　　　　　資本金資本金資本金資本金　220百万円（2002年3月31日）
　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　84人（2002年3月31日）
　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象　本社工場

■昭和金属工業株式会社■昭和金属工業株式会社■昭和金属工業株式会社■昭和金属工業株式会社
　　資本金　　　資本金　　　資本金　　　資本金　98百万円（2002年3月31日）
　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　153人（2002年3月31日）
　報告対象　　報告対象　　報告対象　　報告対象　岩瀬工場

■日邦工業株式会社■日邦工業株式会社■日邦工業株式会社■日邦工業株式会社
　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　50百万円（2002年3月31日）
　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　43人（2002年3月31日）
　報告対象　　報告対象　　報告対象　　報告対象　裾野工場

■油化産業株式会社■油化産業株式会社■油化産業株式会社■油化産業株式会社
　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　30百万円（2002年3月31日）
　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　50人（2002年3月31日）
　報告対象　　報告対象　　報告対象　　報告対象　大和工場

＜報告対象企業の概要＞＜報告対象企業の概要＞＜報告対象企業の概要＞＜報告対象企業の概要＞

＜報告期間＞＜報告期間＞＜報告期間＞＜報告期間＞
2001年4月1日～2002年3月31日

＜本報告書に関する問い合わせ先＞＜本報告書に関する問い合わせ先＞＜本報告書に関する問い合わせ先＞＜本報告書に関する問い合わせ先＞
　　日本油脂株式会社　設備･環境安全統括室
　　ＴＥＬ　(03)5424-6670
　　E-mail　g_rce@nof.co.jp

2

本報告書における報告対象企業の概要をご紹介します。
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　21世紀は環境の世紀と言われるように、環境問題に対す
る企業の取り組みは、従来に増して重要となっています。
持続可能な循環型社会の実現に向けて、自主的な活動を継
続していくことは、企業が存続するための必須条件と位置
付けられます。
　当社は、化学物質を中心とする中間素材メーカーとして、
レスポンシブル・ケア（ＲＣ）活動が日本に導入される以
前から、ＲＣと同等の精神を持って環境対策を実施してま
いりました。1995年に日本レスポンシブル・ケア協議会(Ｊ
ＲＣＣ)が発足するに際しては、設立当初から加盟すると共
に、ＲＣ指針に従った環境・安全・健康の自主管理活動を
実施しており、特にエネルギーと産業廃棄物に関しては、
2010年までの削減目標を定め、重点項目として活動に注力
しています。これからもＲＣの精神で、良き企業市民であ
ることを心がけ、環境・安全・健康に配慮した製品・技術
の開発に努め、社会に貢献していく所存です。
　当社では、1998年9月より、毎年ＲＣレポートをインター
ネット上で公開してまいりました。この度、2002年度版の
ＲＣレポートを発行するにあたりまして、この報告書が、
当社のＲＣ活動について皆様にご理解いただく一助になれ
ば幸いです。

2002年9月
日本油脂株式会社
代表取締役社長

　ごあいさつ
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日本油脂は、
顧客・地域住民・従業員に対する安全と健康の確保のため、また、環境の
保全ならびに生態系および資源の保護のために、レスポンシブル・ケア（責
任ある配慮）を持って全ての事業活動を行うことを環境安全、製品安全、設
備安全、物流安全及び労働安全の５つの安全に関わる経営方針とする。
日本油脂および関係会社の全ての役員ならびに従業員は、
　(１) 社会環境や自然環境に対する十分な安全配慮を持ち、
　(２) 適切な自主管理と緊密な業務提携のもとに、
　(３) 信頼性の高い安全性評価と関連法規の遵守により、
　(４) 製品の開発から製造･流通・使用を経て、最終の廃棄に
　　　 至るまでの全てのプロセスにおける、環境・安全および

健康に及ぼす影響を最小化するように努めなければなら
ない。

日本油脂は、
顧客・地域住民・従業員に対する安全と健康の確保のため、また、環境の
保全ならびに生態系および資源の保護のために、レスポンシブル・ケア（責
任ある配慮）を持って全ての事業活動を行うことを環境安全、製品安全、設
備安全、物流安全及び労働安全の５つの安全に関わる経営方針とする。
日本油脂および関係会社の全ての役員ならびに従業員は、
　(１) 社会環境や自然環境に対する十分な安全配慮を持ち、
　(２) 適切な自主管理と緊密な業務提携のもとに、
　(３) 信頼性の高い安全性評価と関連法規の遵守により、
　(４) 製品の開発から製造･流通・使用を経て、最終の廃棄に
　　　 至るまでの全てのプロセスにおける、環境・安全および

健康に及ぼす影響を最小化するように努めなければなら
ない。

　環境安全に関わる経営方針　環境安全に関わる経営方針　環境安全に関わる経営方針　環境安全に関わる経営方針

　日本油脂は、１９９５年に日本レスポンシブ
ル・ケア協議会(JRCC)が発足するに際しては、
設立当初から加盟すると共に、RC指針に従っ
た環境･安全･健康の自主管理活動を実施してお
ります。

レスポンシブル・ケアレスポンシブル・ケアレスポンシブル・ケアレスポンシブル・ケア((((RC)RC)RC)RC)とはとはとはとは

レスポンシブル･ケア活動(Responsible Care
活動)とは、『化学物質を製造又は取扱う事業
者が自己決定･自己責任の原則に基づいて、
化学物質の開発から廃棄に至る全ての過程に
おいて、自主的に環境･安全･健康面の対策を
行う自主管理の活動』です。この活動は、
1985年にカナダ化学品製造業者協会(CCPA)
が活動を開始し、1990年より国際化学工業協
会協議会(ICCA)が世界の化学業界の国際的自
主管理活動と位置付けて推進してきました。
国内においては日本化学工業協会(JCIA)が中
心となり、1995年に日本レスポンシブル･ケ
ア協議会(JRCC)が発足し、参加企業(2001年
4月現在109社)はRCの理念に基づきこの自主
管理活動を推進しております。RC活動は1992
年のリオデジャネイロで開催された地球サミッ
ト(国連環境開発会議)の「アジェンダ21」で
も推奨され、化学物質の適正管理を実施して
いく上で重要な活動として国際的に認知され
ました。また国連環境計画(UNEP)は、レスポ
ンシブル･ケア（RC）の実施をもって、1994
年に策定された第1回化学物質安全政府間
フォーラム(IFCS)で認定された「化学品の国
際取引に関する倫理規範」に適合しているも
のと認めることにしています。

　レスポンシブル・ケア（RC）

日本油脂は、レスポンシブル・ケア
実践します。

『『『『化学物質の開発から廃棄に至化学物質の開発から廃棄に至化学物質の開発から廃棄に至化学物質の開発から廃棄に至
　全ての過程において、自主的　全ての過程において、自主的　全ての過程において、自主的　全ての過程において、自主的
　環境･安全･健康面の対策を行　環境･安全･健康面の対策を行　環境･安全･健康面の対策を行　環境･安全･健康面の対策を行
　自主管理の活動　自主管理の活動　自主管理の活動　自主管理の活動』です。』です。』です。』です。
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工場・研究所工場・研究所工場・研究所工場・研究所

社長社長社長社長

RCRCRCRC委員会委員会委員会委員会

委員長：取締役委員長：取締役委員長：取締役委員長：取締役
委　員：取締役委　員：取締役委　員：取締役委　員：取締役
　　　　経営企画室長　　　　経営企画室長　　　　経営企画室長　　　　経営企画室長
　　　　 研究本部長研究本部長研究本部長研究本部長

設備･環境安全統括室長設備･環境安全統括室長設備･環境安全統括室長設備･環境安全統括室長
人事･総務部長人事･総務部長人事･総務部長人事･総務部長
知的財産部長知的財産部長知的財産部長知的財産部長
各研究所長各研究所長各研究所長各研究所長
統括統括統括統括RCRCRCRC管理者管理者管理者管理者

事務局：設備･環境安全統括室事務局：設備･環境安全統括室事務局：設備･環境安全統括室事務局：設備･環境安全統括室

部会部会部会部会

事業部門事業部門事業部門事業部門営営営営
業業業業
箇箇箇箇
所所所所

関関関関
係係係係
会会会会
社社社社

統括統括統括統括 RCRCRCRC管理管理管理管理
者者者者

RCRCRCRC管理者管理者管理者管理者

　日本油脂のＲＣ活動は、2001年９月１日
から組織をＲＣ委員会に統一し、責任をよ
り明確にすると共に、監査体制を強化して
おります。現組織は、社長より委嘱を受け
たメンバーで構成されるＲＣ委員会におい
て、ＲＣ活動に関わる施策を審議・監査し、
その内容を社内外関係者に周知徹底します。
また、事業部門に統括ＲＣ管理者を、工場・
研究所にＲＣ管理者をそれぞれ任命し、責
任者を明確にしました。

　レスポンシブル・ケア（ＲＣ）の推進体制　レスポンシブル・ケア（ＲＣ）の推進体制　レスポンシブル・ケア（ＲＣ）の推進体制　レスポンシブル・ケア（ＲＣ）の推進体制

日本油脂のレスポンシブル・ケア組織日本油脂のレスポンシブル・ケア組織日本油脂のレスポンシブル・ケア組織日本油脂のレスポンシブル・ケア組織
はははは
ＲＣ委員会を中心に構成されています。ＲＣ委員会を中心に構成されています。ＲＣ委員会を中心に構成されています。ＲＣ委員会を中心に構成されています。

各箇所では、これらの管理者を中心として、
環境目標の具体的な展開を図っています。
さらに、ＲＣ委員長に指名されたメンバー
で構成される部会を設置し、専門的な問題
の審議・監査を行っています。これらRC活
動の成果は、箇所が個別に行なう監査とは
別に、本社設備環境安全統括部門が全工場
(６工場)を訪問して行なう期毎のRC内部監
査によりチェックされます。改善すべき点
が在れば次期監査でその後の改善状況が
チェックされます。また監査の結果は経営
トップに報告され、次年度のRC活動方針に
反映することにより、
PDCA(Plan,Do,Check,Action)のサークル
を回しながら全社の活動を推進しています。

日本油脂では、レスポンシブル・ケア
(RC)の全社共通重点目標を
　　　　　　　　省エネルギー･省資源省エネルギー･省資源省エネルギー･省資源省エネルギー･省資源
　　産業廃棄物の削減　　産業廃棄物の削減　　産業廃棄物の削減　　産業廃棄物の削減
　　労働災害ゼロ　　労働災害ゼロ　　労働災害ゼロ　　労働災害ゼロ
とし、全社の環境目標値を、定めてRC
活動を進めています。
　また、全社目標値に基づき、各工場
箇所は箇所としての目標値を掲げて改
善に取組んでおります。

＜日本油脂の３Ｒ３Ｒ３Ｒ３Ｒについて＞
　従来の大量生産･大量消費･大量廃棄
型社会から、限りある資源を有効利用
し廃棄物を減らす循環型社会システム
への移行には、
３Ｒ　３Ｒ　３Ｒ　３Ｒ　①Reduce(削減)
　　　②Reuse(再使用)
　　　③Recycle(再利用)
を実践することが必要です。日本油脂
では環境目標を達成する為のＲＣ活動
の中にこの３Ｒを取り入れ、優先順位
を①②③の順とし、止むを得ない場合
にサーマルリサイクル(燃料化)するこ
とに致しました。

全社環境目標全社環境目標全社環境目標全社環境目標

2010201020102010年迄に年迄に年迄に年迄に1990199019901990年実績に対し年実績に対し年実績に対し年実績に対し

　①エネルギー原単位を　①エネルギー原単位を　①エネルギー原単位を　①エネルギー原単位を10101010％向上％向上％向上％向上

　②産業廃棄物発生量の内、外部委託　②産業廃棄物発生量の内、外部委託　②産業廃棄物発生量の内、外部委託　②産業廃棄物発生量の内、外部委託
　　最終埋立処分量を８０％削減　　最終埋立処分量を８０％削減　　最終埋立処分量を８０％削減　　最終埋立処分量を８０％削減

　③産業廃棄物のリサイクル率を　③産業廃棄物のリサイクル率を　③産業廃棄物のリサイクル率を　③産業廃棄物のリサイクル率を
　　１５％向上　　１５％向上　　１５％向上　　１５％向上

ISOISOISOISO認証取得達成目標年度認証取得達成目標年度認証取得達成目標年度認証取得達成目標年度
全工場箇所は全工場箇所は全工場箇所は全工場箇所はISOISOISOISO１４００１１４００１１４００１１４００１の認証をの認証をの認証をの認証を
　　　　2005200520052005年度末迄に取得する年度末迄に取得する年度末迄に取得する年度末迄に取得する

全社環境目標全社環境目標全社環境目標全社環境目標

2010201020102010年迄に年迄に年迄に年迄に1990199019901990年実績に対し年実績に対し年実績に対し年実績に対し

　①エネルギー原単位を　①エネルギー原単位を　①エネルギー原単位を　①エネルギー原単位を10101010％向上％向上％向上％向上

　②産業廃棄物発生量の内、外部委託　②産業廃棄物発生量の内、外部委託　②産業廃棄物発生量の内、外部委託　②産業廃棄物発生量の内、外部委託
　　最終埋立処分量を８０％削減　　最終埋立処分量を８０％削減　　最終埋立処分量を８０％削減　　最終埋立処分量を８０％削減

　③産業廃棄物のリサイクル率を　③産業廃棄物のリサイクル率を　③産業廃棄物のリサイクル率を　③産業廃棄物のリサイクル率を
　　１５％向上　　１５％向上　　１５％向上　　１５％向上

ISOISOISOISO認証取得達成目標年度認証取得達成目標年度認証取得達成目標年度認証取得達成目標年度
全工場箇所は全工場箇所は全工場箇所は全工場箇所はISOISOISOISO１４００１１４００１１４００１１４００１の認証をの認証をの認証をの認証を
　　　　2005200520052005年度末迄に取得する年度末迄に取得する年度末迄に取得する年度末迄に取得する

　レスポンシブル・ケア（ＲＣ）活動の目標　レスポンシブル・ケア（ＲＣ）活動の目標　レスポンシブル・ケア（ＲＣ）活動の目標　レスポンシブル・ケア（ＲＣ）活動の目標

日本油脂は、ＲＣ活動の中で、日本油脂は、ＲＣ活動の中で、日本油脂は、ＲＣ活動の中で、日本油脂は、ＲＣ活動の中で、
環境目標を定めています｡環境目標を定めています｡環境目標を定めています｡環境目標を定めています｡

日本油脂は、環境目標達成のために日本油脂は、環境目標達成のために日本油脂は、環境目標達成のために日本油脂は、環境目標達成のために３Ｒ３Ｒ３Ｒ３Ｒを推進します。を推進します。を推進します。を推進します。
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　５つの安全　５つの安全　５つの安全　５つの安全

　日本油脂では、環境安全活動をRC活動として一本化すると共に、環境安全･製品安全･労働安
全･設備安全･物流安全の５つの安全を柱として、毎年箇所毎に重点実施項目を定めRC目標の具
体的展開を図っています。

労働安全
・労働災害発生状況
・安全点検の日

環境安全
・地球温暖化対策（ CO2排出量の削減、省エネルギー活動）
・産業廃棄物削減への取組
・PRTR法対象物質の管理（排出･移動量）
・その他環境負荷削減
　　大気汚染防止NOx・SOx・ばいじん・自主管理対象物質の削減）
　　水質保全（排水量・BOD・COD・浮遊物質負荷量の削減）
　　PCBの適正管理
　　ダイオキシン類の発生抑制
　　省資源活動(水使用量、容器包装リサイクル)

製品安全
・化学物質アセスメント
・新規化学物質届出
・ＭＳＤＳの整備
・ＨＰＶ(高生産量化学物質)の
　国際的取組み
・ＬＲＩ(Long Range Research
　 Initiative)への協力

物流安全
・イエローカード整備
・物流関連法令への対応

設備安全
・設備アセスメント
・設備トラブルに備えて
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ＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２削減の取り組み削減の取り組み削減の取り組み削減の取り組み 　１９９７年１２月に京都で開催された地球温
暖化防止京都会議（ＣＯＰ3）で、炭酸ガス･フ
ロンガス等温室効果ガスの排出量削減目標が定
められ、日本は2008年～2012年迄に1990年発生
量の6％削減に取組むことになりました。
　日本油脂グループにおける2001年度のＣＯ2排
出量は、43.9ktC/年でした。

21,780
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4,043

7,668

2,444
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4,157

39,697

43,854

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000
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関係会社

日本油脂

筑波研究所

王子工場

愛知事業所

大分工場

千鳥工場

尼崎工場

日本油脂グループの2001年度のＣＯ2排出量　[tonC/年]

　環境安全　環境安全　環境安全　環境安全 ～～～～ 地球温暖化対策地球温暖化対策地球温暖化対策地球温暖化対策

２００１年度のＣＯ2排出量は

１９９０年度に対して１２％削減１９９０年度に対して１２％削減１９９０年度に対して１２％削減１９９０年度に対して１２％削減

しました。

2010年度には、

２３％の削減２３％の削減２３％の削減２３％の削減を

達成できる見込みです。

日本油脂においては、2001年度のＣＯ2排出量は
1990年度に対して１２％削減しております。
　今後もＣＯ2削減への取組みを継続して、2010年
度には、２３％の削減を達成できる見込みです。

日本油脂は、CO2削減に

取組んでいます。

日本油脂のＣＯ2排出量の推移　[tonC/年]

※　関係会社の内訳
　　 日本工機69.3%、日油技研8.8%、北海道日油15.3%
　　 昭和金属3.4%、日邦工業2.7%、油化産業0.5%

グラフの　　　　が削減した部分です。
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　日本油脂では、これまでに尼崎工場コジェネレー
ションシステム、大分工場燃料転換などの省エネ
投資を積極的に進めてきました。

尼崎工場コジェネレーションシステム
(尼崎ユーティリティーサービス)

尼崎ユーティリティーサービスは、1998年に
特定電気事業者（日本で2番目）として認可
されました。

省エネルギー活動省エネルギー活動省エネルギー活動省エネルギー活動
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日本油脂におけるエネルギー使用量の推移

日本油脂においては、2001年度の時点でＣＯ2
を1990年度に対して１２％削減しておりますが、
更に環境負荷を削減するために、エネルギー原
単位の向上を目標に掲げて自主活動を継続して
おります。

　2001年度も工場稼働日を変更し休日電力や深夜
電力を有効利用したり、節電の推進や無駄の排除
など木目細かな対策を実施しました。また、設備
のエネルギー使用状況を再点検し無駄なエネルギー
使用を排除するためのインフラ整備を行っていま
す。

日本油脂は、これからも
CO2削減に取組みます。

私たち一人一人が省エネを
真剣に考えています｡

日本油脂は、これまで省エネの
取組みを重視してきました。

グラフの　　　　が削減した部分です。
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産業廃棄物発生量産業廃棄物発生量産業廃棄物発生量産業廃棄物発生量

　日本油脂グループにおける2000年度の産業廃棄物発
生量は約12万ﾄﾝ/年でした。日本油脂グループで発生す
る産業廃棄物の86％は水を含んだ汚泥です。

88%

5%

2%

1%
2% 1% 1%

含水汚泥

その他
金属くず廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ廃ｱﾙｶﾘ

廃酸

廃油

　　　　環境安全環境安全環境安全環境安全 ～～～～産業廃棄物削減への取組み産業廃棄物削減への取組み産業廃棄物削減への取組み産業廃棄物削減への取組み
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日本油脂グループの2001年度の産業廃棄物発生量　[ﾄﾝ/年]
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産業廃棄物の内訳

日本油脂のリサイクル率の推移

２００１年度のリサイクル率は
産業廃棄物発生量の７.４％
です。

産業廃棄物の８８％は、
含水汚泥です。

日本油脂は、廃棄物ゼロ工場
（ゼロエミッション）を目指して
います。

日本油脂の廃棄物対策は、廃棄物
発生量の削減を主に考えています｡

※　関係会社の内訳
　　 日本工機32.4%、日油技研14.2%、北海道日油41.2%
　　 昭和金属5.3%、日邦工業1.2%、油化産業5.6%
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　日本油脂グループにおける2001年度の産業廃棄物
の外部委託による最終埋立処分量は4,629ﾄﾝ/年でし
た。外部最終埋立処分された主な産業廃棄物は、汚
泥82％、廃プラスチック4％などです。

産業廃棄物の外部最終処分量産業廃棄物の外部最終処分量産業廃棄物の外部最終処分量産業廃棄物の外部最終処分量

日本油脂における最終埋立量の削減実績は、2001200120012001年度年度年度年度
はははは1990199019901990年度に対して５５％削減年度に対して５５％削減年度に対して５５％削減年度に対して５５％削減しております。今後も
削減への取組みを継続して、2010年度には、８０％の８０％の８０％の８０％の
削減削減削減削減を目標としております。削減の方法としては、日
本油脂の産業廃棄物の約９割を占める汚泥の発生対策
として、汚泥減容設備等の導入を検討中です。

日本油脂における外部最終埋立処分量の削減状況
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日本油脂グループの2001年度の外部最終埋立処分量[ﾄﾝ/年]
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目標値

日本油脂は、産業廃棄物の
外部最終埋立処分量の削減
を環境目標に掲げて取組み
を行っています。

２００１年度の最終埋立量は

１９９０年度に対して５５％削減１９９０年度に対して５５％削減１９９０年度に対して５５％削減１９９０年度に対して５５％削減

しました。

2010年度には、

８０％の削減８０％の削減８０％の削減８０％の削減を

目指して活動中です。

※　関係会社の内訳
　　 日本工機14.5%、日油技研45.0%、北海道日油35.6%
　　 昭和金属 0%、日邦工業 0%、油化産業4.9%

グラフの　　　　が削減した部分です。
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当社内当社内当社内当社内

製造量製造量製造量製造量
9,411 ﾄﾝ（29.2%）9,411 ﾄﾝ（29.2%）9,411 ﾄﾝ（29.2%）9,411 ﾄﾝ（29.2%）

(9,411 ﾄﾝ)(9,411 ﾄﾝ)(9,411 ﾄﾝ)(9,411 ﾄﾝ)

大気排出大気排出大気排出大気排出
313 ﾄﾝ（1.0%）313 ﾄﾝ（1.0%）313 ﾄﾝ（1.0%）313 ﾄﾝ（1.0%）

(310 ﾄﾝ)(310 ﾄﾝ)(310 ﾄﾝ)(310 ﾄﾝ)

水域排出水域排出水域排出水域排出
0.18 ﾄﾝ0.18 ﾄﾝ0.18 ﾄﾝ0.18 ﾄﾝ

（0.14 ﾄﾝ）（0.14 ﾄﾝ）（0.14 ﾄﾝ）（0.14 ﾄﾝ）

外部委託処理外部委託処理外部委託処理外部委託処理
  326 ﾄﾝ (1.0%)  326 ﾄﾝ (1.0%)  326 ﾄﾝ (1.0%)  326 ﾄﾝ (1.0%)

（324 ﾄﾝ）（324 ﾄﾝ）（324 ﾄﾝ）（324 ﾄﾝ）

製品随伴製品随伴製品随伴製品随伴
30,380 ﾄﾝ（94.4%）30,380 ﾄﾝ（94.4%）30,380 ﾄﾝ（94.4%）30,380 ﾄﾝ（94.4%）

(30,347 ﾄﾝ)(30,347 ﾄﾝ)(30,347 ﾄﾝ)(30,347 ﾄﾝ)

土壌排出土壌排出土壌排出土壌排出
0 ﾄﾝ0 ﾄﾝ0 ﾄﾝ0 ﾄﾝ

（0 ﾄﾝ）（0 ﾄﾝ）（0 ﾄﾝ）（0 ﾄﾝ）

再資源化再資源化再資源化再資源化
8.52 ﾄﾝ8.52 ﾄﾝ8.52 ﾄﾝ8.52 ﾄﾝ

（8.52 ﾄﾝ）（8.52 ﾄﾝ）（8.52 ﾄﾝ）（8.52 ﾄﾝ）

場内除去処理場内除去処理場内除去処理場内除去処理
1,164 ﾄﾝ（3.6%）1,164 ﾄﾝ（3.6%）1,164 ﾄﾝ（3.6%）1,164 ﾄﾝ（3.6%）
（1,162 ﾄﾝ)（1,162 ﾄﾝ)（1,162 ﾄﾝ)（1,162 ﾄﾝ)

原料原料原料原料
22,781 ﾄﾝ（70.8%）22,781 ﾄﾝ（70.8%）22,781 ﾄﾝ（70.8%）22,781 ﾄﾝ（70.8%）

(22,741 ﾄﾝ)(22,741 ﾄﾝ)(22,741 ﾄﾝ)(22,741 ﾄﾝ)

総取扱数量総取扱数量総取扱数量総取扱数量
32，192 ﾄﾝ32，192 ﾄﾝ32，192 ﾄﾝ32，192 ﾄﾝ
(32,152 ﾄﾝ)(32,152 ﾄﾝ)(32,152 ﾄﾝ)(32,152 ﾄﾝ)

　日本油脂は1992年から日本化学工業協会
(JCIA)が自主的に始めた特定化学物質排出･移
動登録(PRTR)の調査に参加し、毎年調査対象物
質の排出量･移動量をJCIAに報告すると共に、
各種の法規制を受けている化学物質については、
その取扱いの中止、代替物質への変更、あるい
は取扱量の削減等に努めてきました。
　2001年度実績では、PRTR法第１種指定
化学物質354種のうち、日本油脂で取り扱い実
績のある物質は2000年度の89物質から16物質減
少して73物質で、その取扱数量は2000年度から
5,229ﾄﾝ減少して32,192ﾄﾝでした。

　PRTR法第1種指定物質の2001年度の取扱量は
32,192ﾄﾝ(自社製造は取扱量の約29%で5物質)で
す。この内、30,380ﾄﾝ（全体の94.4％） は、化
学反応後製品(製品随伴も含む)となり、残り
1,812ﾄﾝの内1,164ﾄﾝは工場内で除去処理され、
326ﾄﾝが外部に委託処理されました。外部処理量
は全て中間処理され最終埋立はありません。ま
た8.52ﾄﾝは外部で再資源化されました。この間
工場から環境に排出された量は、大気排出313ﾄﾝ
(1.0%)、水域排出0.18ﾄﾝで土壌排出0ﾄﾝです。
　今まで自主的な調査対象物質であった物質に
ついては、PRTR法対象物質以外であっても引き
続き取扱量、排出量等の把握を続けております。

PRTRPRTRPRTRPRTR法対象物質削減の取り組み法対象物質削減の取り組み法対象物質削減の取り組み法対象物質削減の取り組み

　　　　環境安全環境安全環境安全環境安全 ～～～～PRTRPRTRPRTRPRTR法対象法対象法対象法対象物質の排出･移動量物質の排出･移動量物質の排出･移動量物質の排出･移動量

規制物質の取扱量を減らしたり、
排出量を削減するため、努力して
います。

青色の数字は、取扱量５㌧/年で

国に届出をした数値の合計です。
黒色の数字は、取扱量５㌧/年未

満の対象物質を含めました。
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2.672.6701.81700.4551.362ダイオキシン類179

332,595332,595332,595332,595332,595332,595332,595332,5950000309,592309,592309,592309,5920000142142142142309,450309,450309,450309,450日本油脂合計日本油脂合計日本油脂合計日本油脂合計

000297059238α-ﾒﾁﾙｽﾁﾚﾝ335

0001,359001,359ﾒﾀｸﾘﾙ酸ﾒﾁﾙ320

00041500415ﾒﾀｸﾘﾙ酸2,3-ｴﾎﾟｷｼﾌﾟﾛﾋﾟﾙ316

0005005ﾒﾀｸﾘﾙ酸2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ315

0008008ﾒﾀｸﾘﾙ酸314

117,038117,038045500455無水ﾏﾚｲﾝ酸313

00018700187ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ310

1,0281,02800000ﾎﾟﾘ(ｵｷｼｴﾁﾚﾝ)=4-ｵｸﾁﾙﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ308

1,2781,1681100000ﾎﾟﾘ(ｵｷｼｴﾁﾚﾝ)=ｱﾙｷﾙｴｰﾃﾙ(ｱﾙｷﾙ基の炭素数が12か
ら15までのもの及びその混合物に限る｡)307

99099000000ﾍﾞﾝｾﾞﾝ299

0000000ﾍﾞﾝｼﾞﾙ=ｸﾛﾘﾄﾞ297

0     000000ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-n-ﾌﾞﾁﾙ270

0000000ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-n-ｵｸﾁﾙ269

0000000ﾌｪﾉｰﾙ266

0000000ﾋﾞｽ（水素化牛脂）ｼﾞﾒﾁﾙｱﾝﾓﾆｳﾑ=ｸﾛﾘﾄﾞ251

0000000ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ242

00015400154ﾆﾄﾛｸﾞﾘｾﾘﾝ236

11,98211,9820180018ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ145

55,20855,2080170017ｼｸﾛﾍｷｼﾙｱﾐﾝ114

00012600126酢酸ﾋﾞﾆﾙ102

00018,1190018,119ｸﾛﾛﾒﾀﾝ96

15,75915,75903241003,241ｸﾛﾛﾎﾙﾑ95

00049,7930049,7933-ｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ91

0000000ｸﾛﾛ酢酸80

10010018,4350148,421ｷｼﾚﾝ63

0006400642,3-ｴﾎﾟｷｼﾌﾟﾛﾋﾟﾙ=ﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ57

0004,094004,0941,2-ｴﾎﾟｷｼﾌﾟﾛﾊﾟﾝ56

00050200502ｴﾋﾟｸﾛﾛﾋﾄﾞﾘﾝ54

00022200222ｴﾁﾚﾝｼﾞｱﾐﾝ46

000250025ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙﾓﾉﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ45

0005050ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ43

0003,025003,025ｴﾁﾚﾝｵｷｼﾄﾞ42

0006,510006,510ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ40

00000004,4'-ｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾘﾃﾞﾝｼﾞﾌｪﾉｰﾙ29

0002900291-ｱﾘﾙｵｷｼ-2,3-ｴﾎﾟｷｼﾌﾟﾛﾊﾟﾝ23

797901,5570311,526ｱﾘﾙｱﾙｺｰﾙ22

0002200222-ｱﾐﾉｴﾀﾉｰﾙ16

21,92621,92600000ﾆｯｹﾙ231

61,35461,3540207,22602207,224ﾄﾙｴﾝ227

000490049ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ200

0000000ﾁｵ尿素181

56256203,515003,515ｽﾁﾚﾝ177

4,4494,44900000N,N-ｼﾞﾒﾁﾙﾄﾞﾃﾞｼﾙｱﾐﾝ=N-ｵｷｼﾄﾞ166

40,79240,79209009ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ12

160160010803177ｱｸﾘﾛﾆﾄﾘﾙ7

0000000ｱｸﾘﾙ酸3

0000000硫酸亜鉛(7水和物)1

合計その他下水合計土壌水域大気

移動量排出量
物質名

政令指定
No.

※　ダイオキシン類の単位は、mg-TEQで表記しました。

（表中の数値は切り上げで表記しています。単位は、㎏/年です。）

物質毎の排出・移動量物質毎の排出・移動量物質毎の排出・移動量物質毎の排出・移動量

ＰＲＴＲ法対象物質の調査を行い、適切に報告しております。
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①硫黄酸化物（ＳＯｘ）排出量

　2001年のＳＯｘ排出量は
　19.3ﾄﾝ/年でした。
　前年度に対して増加した要因は、
　焼却炉で使用する助燃剤に含ま
　れる硫黄分が増加したためで、
　現在、対策を検討中です。

②窒素酸化物（NＯｘ）排出量

　2001年のＮＯｘ排出量は
　80.3ﾄﾝ/年でした。
　前年度に対して増加した要因は、
　産業廃棄物の埋立埋立処理量を
　減少するために焼却量を増やし
　たためで、現在、総合的な対策
　を検討中です。

③ばいじん排出量

　2001年度のばいじん排出量は
　4.6ｔでした。
　前年度に対して増加した要因は、
　産業廃棄物の埋立埋立処理量を
　減少するために焼却量を増やし
　たためで、現在、総合的な対策
　を検討中です。

④自主管理物質の排出量

2001年度の有害大気汚染物質等の自主管理
物質の総排出量は7.0ﾄﾝ/年でした。
排出量の測定頻度を増やして管理体勢を強
化した上で、プロセス見直しを中心とした
対策を実施した結果、前年に比べて大幅な
削減となりました。

自主管理対象物質の排出量と削減率自主管理対象物質の排出量と削減率自主管理対象物質の排出量と削減率自主管理対象物質の排出量と削減率
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排出量排出量排出量排出量 削減率削減率削減率削減率

大気汚染の防止大気汚染の防止大気汚染の防止大気汚染の防止

　　　　環境安全環境安全環境安全環境安全 ～環境負荷削減の取組み～環境負荷削減の取組み～環境負荷削減の取組み～環境負荷削減の取組み

目標値

目標値

目標値

目標値
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①総排水量
2001年度の総排水量は4,500千m3/年で、
前年より204千m3/年削減しております。
なお、総排水量の内2,100千m3/年が特
定排水でした。

②ＣＯＤ排出量
2001年度のＣＯＤ負荷量は90ﾄﾝ/年で、
前年より6.4ﾄﾝ/年削減しております。

③ＢＯＤ排出量
2001年度のＢＯＤ負荷量は54ﾄﾝ/年で、
前年より9.8ﾄﾝ/年削減しております。

④浮遊物質排出量
2001年度の浮遊物質負荷量は41ﾄﾝ/年で、
昨年とほぼ同一でした（変動範囲内で
した）。なお、目標値は達成しており
ますが、今後も排出量削減に取組んで
まいります。

BOD負荷量と売上原単位BOD負荷量と売上原単位BOD負荷量と売上原単位BOD負荷量と売上原単位

0000

10101010

20202020

30303030

40404040

50505050

60606060

70707070

80808080

90909090

100100100100

90年90年90年90年 93年93年93年93年 94年94年94年94年 95年95年95年95年 96年96年96年96年 97年97年97年97年 98年98年98年98年 99年99年99年99年 00年00年00年00年 01年01年01年01年 05年05年05年05年 10年10年10年10年

BBBB
OOOO
DDDD
負負負負
荷荷荷荷
量量量量

（（（（
ｔｔｔｔ
////
年年年年

））））

0000

200200200200

400400400400

600600600600

800800800800

1,0001,0001,0001,000

1,2001,2001,2001,200

原原原原
単単単単
位位位位

（（（（
gggg
////
百百百百
万万万万
円円円円

））））

BOD負荷量BOD負荷量BOD負荷量BOD負荷量

売上原単位売上原単位売上原単位売上原単位

水質の保全水質の保全水質の保全水質の保全

浮遊物質負荷量と売上原単位浮遊物質負荷量と売上原単位浮遊物質負荷量と売上原単位浮遊物質負荷量と売上原単位

0000

10101010

20202020

30303030

40404040

50505050

60606060

70707070

80808080

90909090

100100100100

90年90年90年90年 93年93年93年93年 94年94年94年94年 95年95年95年95年 96年96年96年96年 97年97年97年97年 98年98年98年98年 99年99年99年99年 00年00年00年00年 01年01年01年01年 05年05年05年05年 10年10年10年10年

浮浮浮浮
遊遊遊遊
物物物物
質質質質
負負負負
荷荷荷荷
量量量量

（（（（
ｔｔｔｔ
////
年年年年

））））

0000

200200200200

400400400400

600600600600

800800800800

1,0001,0001,0001,000

1,2001,2001,2001,200

原原原原
単単単単
位位位位

（（（（
gggg
////
百百百百
万万万万
円円円円

））））

浮遊物質負荷量浮遊物質負荷量浮遊物質負荷量浮遊物質負荷量

売上原単位売上原単位売上原単位売上原単位

排水量と売上原単位排水量と売上原単位排水量と売上原単位排水量と売上原単位

0000

1,0001,0001,0001,000

2,0002,0002,0002,000

3,0003,0003,0003,000

4,0004,0004,0004,000

5,0005,0005,0005,000

6,0006,0006,0006,000

90年90年90年90年 93年93年93年93年 94年94年94年94年 95年95年95年95年 96年96年96年96年 97年97年97年97年 98年98年98年98年 99年99年99年99年 00年00年00年00年 01年01年01年01年 05年05年05年05年 10年10年10年10年

排排排排
水水水水
量量量量

（（（（
千千千千
ｍｍｍｍ
3333
////
年年年年

））））

0.00.00.00.0

10.010.010.010.0

20.020.020.020.0

30.030.030.030.0

40.040.040.040.0

50.050.050.050.0

60.060.060.060.0

70.070.070.070.0

原原原原
単単単単
位位位位

（（（（
ｍｍｍｍ
3333
////
百百百百
万万万万
円円円円

））））特定排水量特定排水量特定排水量特定排水量

他排水量他排水量他排水量他排水量

特定排水原単位特定排水原単位特定排水原単位特定排水原単位

総合排水原単位総合排水原単位総合排水原単位総合排水原単位

目標値

目標値

目標値

目標値
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　工場箇所では各種製造条件や原材料の見直しを行い、副生物のリサイクル化
など３R(リデュース、リユース、リサイクル)の一環として取組んでいます。

　2001年度の水使用量は5,486千m3で、前年度より３％減少しています。また
水使用量の73％は工業用水です。

　容器包装リサイクル法に関しましては、日本油脂は中間素材メーカーであり、
その対象品は多くありませんが、企業として責任を果たすべく、ガラス･プラ
スチック･紙製容器包装の再商品化義務見込量を日本容器包装リサイクル協会に
届出て委託契約を締結しております。
　※2001年度の委託契約料は545千円でした。

水使用量

容器包装リサイクル

省資源活動省資源活動省資源活動省資源活動

　　　　環境安全環境安全環境安全環境安全 ～環境負荷削減の取組み～環境負荷削減の取組み～環境負荷削減の取組み～環境負荷削減の取組み

３Ｒの推進

その他その他その他その他

PCBの適正管理 PCB(ポリ塩化ビフェニール)は1974年以来、製造･輸入が禁止されて
います。企業では、それ以前に使用されていたPCBを内蔵する電気機
器類等については、厳重な保管を行うことを義務付けています。
日本油脂は、これらPCB内蔵機器の使用を禁止すると共に、保管して
いるこれら機器類の保管状況を確認し漏洩･紛失の無いように保管管
理者を選任し厳重に管理しています。

※　当社で保管中のPCB内蔵機器は、トランス、コンデンサー、蛍光燈安定器です。

ダイオキシン類の発生抑制 　2000年1月15日ダイオキシン類対策特別措置法が施行となり、従来
の大気汚染防止法に較べ特定施設(焼却炉等)の範囲が拡大されダイオ
キシン類の排出量濃度の規制値が定められました。
　日本油脂は現在特定施設対象設備を6基保有していますが、何れも排
出規制値を十分にクリアすると共に、ダイオキシン類の発生を抑制す
る為の設備改造も完了し、適正運転の確保を行っております。また、
公共水域に排出される工場排水についてもダイオキシン濃度を調査し
ており、全ての排水で問題のないことを確認しております。
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　日本油脂では設備の新設･変更･増設等に当たり、環境･安全･衛生
･経済の観点から基準を設けてセイフティーアセスメント（事前評
価）を行っています。2001年度は設備の新設･変更等に伴い22件の
アセスメントを実施しました。

　2001年度の設備トラブル件数は、全社的にみると減少傾向にあり
ますが、老朽化した設備の増加、熟練者の減少等の不安要素は依然
として存在しており、引き続き監視・改善活動を継続しています。
　また、過去の災害検証を資料に活用して、安全教育にも力を入れ
ております。過去の災害事例の検証ﾘｽﾄを作成し、教育資料として活
用することで、先人の知識を従業員自身の物として継承する様に活
動しております。
　設備点検並びに過去の災害検証による教育の両輪で、設備トラブ
ルの削減並びに設備災害ゼロ目標にチャレンジし、安全操業に努め
ていきます。

　　　　設備安全　～　設備安全　～　設備安全　～　設備安全　～　安全で効率の良い設備運用のために安全で効率の良い設備運用のために安全で効率の良い設備運用のために安全で効率の良い設備運用のために

設備安全の取組み設備安全の取組み設備安全の取組み設備安全の取組み

設備アセスメント

設備トラブルの発生状況



　新製品開発段階において、その化学物質の開発から廃棄
に至る安全性は事前に厳しく評価する必要があります。日
本油脂では新たな化学物質を取扱うに当たり環境･安全･健
康･経済の観点から基準を設け、その基準に従ったセイフ
ティーアセスメントを実施しています。2001年度社内での
化学物質に関するアセスメントの実施件数は170件でした。

物質事前評価件数物質事前評価件数物質事前評価件数物質事前評価件数
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評評評評
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一定数量を超える新規の化学物質は国に届出て、そ
の安全性の審査を事前に受ける必要があります。
2001年は日本油脂において200件を超える新規化学物
質の化審法(化学物質の審査及び製造等の規制に関す
る法律)及び安衛法(労働安全衛生法)に基づく官庁へ
の事前届出並びに確認を実施しております。

1) 1) 1) 1) 化学物質アセスメント化学物質アセスメント化学物質アセスメント化学物質アセスメント

２）新規化学物質の届出２）新規化学物質の届出２）新規化学物質の届出２）新規化学物質の届出

　　　　製品安全　～　化学品メーカーとしての責任を果たすために製品安全　～　化学品メーカーとしての責任を果たすために製品安全　～　化学品メーカーとしての責任を果たすために製品安全　～　化学品メーカーとしての責任を果たすために

製品開発において製品開発において製品開発において製品開発において

日本油脂では全製品のMSDSの作成を進め、2001年度は約４
千件のＭＳＤＳを整備発行し、お客様に幅広くご活用いただ
くと共に社員教育にも使用しております。

　　ＭＳＤＳ：化学物質安全データシート　

３）ＭＳＤＳの整備状況３）ＭＳＤＳの整備状況３）ＭＳＤＳの整備状況３）ＭＳＤＳの整備状況

安衛法・化審法届出件数安衛法・化審法届出件数安衛法・化審法届出件数安衛法・化審法届出件数
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環境に優しいエコ製品の
開発に力を入れています。

事前評価は製品開発の
前提条件です。

有害性を事前に評価することで
化学物質の安全性を確認して
おります。
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　LRIとは、人の健康や環境に対する化学物質の
長期的な影響についての研究を国際協力の下に
進めようというICCA(国際化学工業協会協議会)
の自主活動のことです。現在加盟各国で具体的
な　活動が始まりつつあります。日本油脂は日
本化学工業協会(JCIA)を通じて積極的にこの活
動を支援しています。

HPVHPVHPVHPV(High Productive Volume chemicals)とは、
1992年に経済協力開発機構(OECD)は、地球上
で生産･使用される高生産量(1000t/年以上)の既
存化学物質について安全性試験データの不足を
補うために、安全点検プログラムを実施するこ
とを決めました。加盟国はこれら化学物質の一
連の安全性試験データ(SIDS)を試験報告書
(SIAR)にまとめてOECDに提出することになっ
ています。
1998年10月国際化学工業協会協議会(ICCA)は
この安全点検プログラムを世界の化学業界の自
主活動(レスポンシブル・ケア)として推進する
ことを提唱(ICCA HPV Initiative)し、2004年
を目標に約1000化学物質の安全性試験データ
(SIDS)を化学企業が分担し取得することを決め
ました。これらの進捗状況はインターネット上
で公開(http://www.icca-chem.org/hpv/)されま
す。

ＬＲＩＬＲＩＬＲＩＬＲＩ((((Long Range Research Initiative)Long Range Research Initiative)Long Range Research Initiative)Long Range Research Initiative)
への協力への協力への協力への協力

HPV(HPV(HPV(HPV(高生産量化学物質高生産量化学物質高生産量化学物質高生産量化学物質))))の国際的取組みへの参の国際的取組みへの参の国際的取組みへの参の国際的取組みへの参
加加加加
日本油脂は化学物質の各種危険有害性データを充
実するために日本化学工業協会を通じて、国際化
学工業協会協議会(ICCA)の提唱する国際的活動の
ICCA HPV Initiativeに積極的に参加しています。
日本油脂では約20物質についての国際的共同作業
へ参加し、内２物質については国際コンソーシア
ムの中でリーダ企業としての責任を果たしており
ます。ドコサン酸については2001年11月に日本政
府を通じてOECD(経済協力開発機構：SIAM13)に
試験データの報告書を提出いたしました。もう1物
質については、SIAM17にて報告書を提出する予
定です。

国際活動への参加国際活動への参加国際活動への参加国際活動への参加

17

　2001年度末現在で約1000枚のイエローカードを作成し、ローリ
ー・コンテナ等のバルク輸送については完全配布を実施しており
ます。なお少量輸送時の対応については、2001年2月日本化学工
業会が発行した「緊急時応急措置指針（容器用イエローカードへ
の適用）」に準じて、ラベル方式による運用を実施しております
。また万一の事故に備えて行政機関・近隣企業･業界団体などと
相互支援体制を結んでいます。

　2002年10月からはカーエアコンのフロン回収についてもフロン
回収・破壊法が適用されます。また、2001年6月には自動車ＮＯ
ｘ法が改正され、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状
物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法」が成
立し、これに基づき、「自動車運送事業者等以外の事業者に係る
自動車排出窒素酸化物等の排出抑制の為の計画方法等を定める命
令（2002年4月発効）」に関する確認要請の通知が2002年6月経済
産業省よりありました。
　日本油脂及び一部関係会社において、所有及びリースしている
自動車についての調査を実施して、法遵守はもちろんのことです
が、環境対策の観点から所有している自動車に関して、計画的に
NOｘの削減・低負荷型への移行を検討する自主活動を開始してい
ます。

　環境負荷を低減するために、効率を考えた輸送方法を検討して
います。2001年度は、大分工場においてトラック輸送を鉄道輸送
に切り替える試みを開始いたしました。今後、得られる効果を検
証し、適用範囲の拡大などの検討を継続します。

　　　　物流安全　～　物流安全　～　物流安全　～　物流安全　～　安全で効率的な物流システムを目指して安全で効率的な物流システムを目指して安全で効率的な物流システムを目指して安全で効率的な物流システムを目指して

物流関連法への対応物流関連法への対応物流関連法への対応物流関連法への対応

イエローカードの整備イエローカードの整備イエローカードの整備イエローカードの整備

物流関連法令への対応物流関連法令への対応物流関連法令への対応物流関連法令への対応

私たちは、効率的な輸送方法を私たちは、効率的な輸送方法を私たちは、効率的な輸送方法を私たちは、効率的な輸送方法を
積極的に採用していきたいと積極的に採用していきたいと積極的に採用していきたいと積極的に採用していきたいと
考えています。考えています。考えています。考えています。
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不休業災害（日化協）不休業災害（日化協）不休業災害（日化協）不休業災害（日化協）

　2001年の休業災害発生件数は1件でし
た。しかし、比較的けがの程度が軽い不
休業災害は12件発生しました。最終目標
は完全ゼロ災であり、休業災害はもちろ
んですが、不休業災害についても発生件
数ゼロを目指し、更なる対策と努力の継
続を行います。
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1996年より協力会社について労働災害
発生状況の調査を行っておりましたが、
2001年よりグループ会社についても調査
を開始いたしました。今後は日本油脂グ
ループ全体でゼロ災達成に向けた活動を
展開していきます。

　　　　労働安全　～　労働安全　～　労働安全　～　労働安全　～　工場の安全操業のために工場の安全操業のために工場の安全操業のために工場の安全操業のために

労働災害発生状況労働災害発生状況労働災害発生状況労働災害発生状況

全員参加の安全活動でゼロ災を
目指しています。

安全は全ての企業活動の前提です。
私たちは、グループ全体でゼロ災に
向け活動します。
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「安全点検の日」は、過去最大級の武豊工場爆発事故
を永く記憶に留めると共に、企業は社会と共にあると
いう事を改めて思い起こしながら反省を新たにして、
事故の再発防止を全員で誓うために制定いたしました。
通常の点検で発見出来ないような問題を、新たな切り
口で点検することによって発見し、事故を未然に防止
するための機会とする願いを込めています。また、事
故防止という観点は勿論のことですが、法規違反、業
界基準からの逸脱など企業倫理に反する行為が無いか、
当然と考えている古くからの慣習に問題が無いかなど
通常では見逃したり黙認したりしてしまうような事象
を見直すための機会としております。

2002年度の特徴
①自主活動に取組んだ企業が昨年の2倍となり、活動
　範囲はほぼグループ全体となりました。安全活動を
　推進する共通の認識が持たれ、日本油脂グループの
　活動として定着しつつあります。
②情報システムの点検が実施されました。情報化社会
　にマッチした新しい切り口での点検活動を開始した
　ことで、実効性を高めています。　
③本社と工場との間での訓練も実施されました。昨年
　は箇所主体の活動でありましたが、今年度は活動目
　的の浸透度と、事業部の意欲がより高まり、全社的
　な活動として内容が向上しつつあります。

安全点検の日安全点検の日安全点検の日安全点検の日

私たちは、安全点検の日を定め、
自分自身を見直す機会としています。

尼崎工場の防災訓練風景
（救命訓練の様子）

千鳥工場の防災訓練風景
（危険物貯槽ｳｫｰﾀｰｶｰﾃﾝ
作動確認の様子）

愛知事業所の防災訓練風景
（土嚢積み訓練の様子）

大阪支社の安全教育風景



2001年5月に千鳥工場、また10月には尼崎工場が環境マネジメント
システムの国際規格であるISO14001の認証を取得しました。2003年
３月には大分工場で認証取得の見込みです。
残る1工場（王子工場）に関しては、事業上の理由により認証取得

が遅れるため、2005年度末迄に国内全工場箇所でISO14001の認証を
取得する予定となっております。

　　　　外部認証　～　外部認証　～　外部認証　～　外部認証　～　社外からの透明性を高めるために社外からの透明性を高めるために社外からの透明性を高めるために社外からの透明性を高めるために

愛知事業所
ISO　14001
認証番号　BVQIBVQIBVQIBVQI　　　　104567104567104567104567
登録日　　1999.1.22

千鳥工場
ISO　14001
認証番号　BVQIBVQIBVQIBVQI　　　　82883828838288382883
登録日　　2001.5.4

尼崎工場
ISO　14001
認証番号　BVQIBVQIBVQIBVQI　　　　89503895038950389503　　　　
登録日　　2001.10.13

品質に関しては、ISO9000’Sの認証取得またはHACCP支援法
の高度化基準に準じて提出した高度化計画の認定工場（王子工
場）となっております。
2002年度はISO9000の2000年改定への対応を順次進めると共
に、食品部門においては2003年にはISO9001に準拠した形での
新JAS法の取得を予定しています。

ISO9000ｼﾘｰｽﾞ2000年版での変更点
2000年版では「品質システム」が「品質マネジメントシステム」に改称され、システム構築のねらいが「外部品質保証」から
「顧客満足」に拡大されました。プロセスアプローチに基づくPDCAを回して継続的改善を図り、顧客満足度の向上を目指す
のが本改定の最大の狙いです。9001～9003が9001にまとめられたことにより要求項目が23項目に増え、「品質マネジメント
システム」「経営者の責任」「製品実現」「測定、分析及び改善」がそれぞれ独立した項目になりました。特に「経営者の責
任」が大幅に強化・拡充されております。

全ての事業所・工場で
ISO14001の認証を取得
します。

品質システムは、ISO9000’S
またはHACCPに準じて構築
しております。

19

　　日本油脂では箇所が独自に実施する内部監査とは
別に、日本化学工業協会(JCIA)のＲＣ実施基準、内
部監査指針に沿った全社ＲＣ内部監査を年2回実施
しております。2001年度の全社内部監査は2001年
11月から12月にかけてと2002年5月から6月にかけ
ての２回にわたり本社設備環境安全統括部門の監査
員が全工場箇所を訪問し、2001年度のＲＣ活動が
適正に行われたことを確認致しました。監査で指摘
された是正事項は次回の監査で再度点検しPDCAの
サークルを回しながら次の改善向上につなげていま
す。

　　2001年度の内部監査による改善事項は全部で19件
あり、主要な内容は以下の3件です。

　 　　　 ①全社環境目標値達成の為の箇所目標の見直し
　　　②環境対策で得られた効果の明確化
　　③各種環境関連法への適切な対応の実施　　　

　　2000年度の改善事項21件については、全て改善が
完了していることを確認致しました。

　　　　内部監査　～　内部監査　～　内部監査　～　内部監査　～　RCRCRCRC活動の実効性を高めるために活動の実効性を高めるために活動の実効性を高めるために活動の実効性を高めるために 　　　　

内部監査の実施内部監査の実施内部監査の実施内部監査の実施

レスポンシブル・ケア内部監査証明書

ＰＤＣＡのサイクルを
回して、より高いレベル
のＲＣ活動に取組みます｡



　　　　環境会計　～　環境会計　～　環境会計　～　環境会計　～　環境活動の成果を経営に反映させるために環境活動の成果を経営に反映させるために環境活動の成果を経営に反映させるために環境活動の成果を経営に反映させるために

環境コスト環境コスト環境コスト環境コスト

集計範囲： 日本油脂株式会社
対象期間： 2001年4月1日～2002年3月31日

単位： 百万円

環境保全コスト環境保全コスト環境保全コスト環境保全コスト

分類 主な取り組み内容およびその効果 投資額 費用額

(1) 事業エリアコスト (1)-1 公害防止コスト 廃水処理設備/水質汚濁の防止 111 504

(1)-2 地球環境保全コスト 主に省エネ投資 3 4

(1)-3 資源循環コスト 産業廃棄物処理費用 20 636

(2) 上・下流コスト 容器・包装低環境負荷 0 13

(3) 管理活動コスト 環境監視・改善・人件費 9 296

(4) 研究開発コスト 環境負荷抑制研究費 0 510

(5) 社会活動コスト 環境保全地域支援費 0 9

(6) 環境損傷対応コスト 0 0

(7) その他コスト その他環境保全費用 0 44

合計 144 2,016

項目 金額

当該期間の投資額の総額 8,080

当該期間の研究開発費の総額 2,917

（1）-3に係る有価物の売却益 2

（2）に係る有価物の売却益 15

2001年度の環境コストは
投資額１４４百万円、
費用額２,０１６百万円
でした。

　環境庁「2002年度版環境会計ガイドライン」に準拠しま
した。集計期間は、2001年4月1日～2002年3月31日です。
　投資額は、2001年度に実施した環境保全を目的とした設
備の投資額です。また費用額は、環境保全を目的とした設
備の減価償却費、維持管理費、ならびに人件費を含んでい
ます。なお、環境保全を目的とする設備を含むものの、当
該部分を明確に分離できない場合は、その全額を計上して
おりません。

環境保全効果に関しましては、現在明確な公表基準が公に示されておらず、日本油
脂においても評価基準を策定中の段階です｡今後、環境保全効果の表記方法を研究し、
読者の皆様に有用な情報としてご提供できるよう、引き続き努力いたします。
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　　　　地域社会とのコミュニケーション　地域社会とのコミュニケーション　地域社会とのコミュニケーション　地域社会とのコミュニケーション　
　　　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　　　　～　一企業市民として地域に貢献するために一企業市民として地域に貢献するために一企業市民として地域に貢献するために一企業市民として地域に貢献するために

　PRTR法のデータ公表等に代表される情報
開示は時代の趨勢であり、企業を取り巻く地
域住民、お客様、消費者、株主、取引先など
ステークホルダーと呼ばれる方々とのコミュ
ニケーションが今後益々大事となります。

　私共は、これまでの長い企業活動を通じて
「企業は地域社会と共にある」ことを知って
います。そして箇所毎でコミュニケーション
の採り方は異なっていますが、工場夏祭りや
防災訓練に地域住民の方々をご招待したり、
工場見学会を催したり、また地域の催しには
色々な形で参加させていただくなど、地域の
方々との交流を深めてまいりました。

　しかしながら今日言われるコミュニケーショ
ンは、その対象範囲が広く、また情報開示を
前提とした従来と異なる形での交流が必要で
はないかと考えております。それは私共には
経験の乏しい未知の分野であり、どのような
方法が良いのか暗中模索の段階です。

　この様な中で私共は92年から行われた日本
化学工業協会(日化協)のPRTR調査に参加し、
日化協を通じてデータを公表してまいりまし
た。また日本レスポンシブル・ケア協議会
(JRCC)には95年の設立当初から参加し、化
学業界の自主的な活動であるレスポンシブル・
ケア（RC）活動を当社の全社活動に取込み、
活動結果をJRCCに報告する形で社会に公表
してきました。更にJRCC会員企業が主体と
なって地域住民、行政、学校、消費者団体、
他企業等の関係方々をご招待してRC活動を
ご理解頂く為の地区説明会や対話集会に参加
して社会との交流を図ってまいりました。

豊川小学校の王子工場見学会の様子

愛知事業所の地域ボランティア活動
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最近の交流事例最近の交流事例最近の交流事例最近の交流事例

小学３年生５７名、先生・保護者８名豊川小学校生の工場見学01.12.18王子工場

千鳥地区総合防災訓練参加02.09.05千鳥工場

川崎市臨港地区消防出初式
に参加

02.01.11千鳥工場

自衛消防隊尼崎市消防出初式に出場02.01.06尼崎工場

自動車ポンプ操法の部に出場尼崎市自衛消防隊消防操法
大会出場

01.11.14尼崎工場

自動車ポンプ操法の部で優勝尼崎西地区自衛消防隊消防
操法大会出場

01.10.29尼崎工場

兵庫県総合防災訓練01.10.23尼崎工場

川崎市産業振興会館にて開催
千鳥工場の活動を発表

JRCC川崎地区地域説明会01.07.05千鳥工場

知多半島オールファミリー交通安全大監視
交通安全クラブの活動、40名参加

一斉街頭監視活動01.09.24愛知事業所

みゆき通り商店街と協賛夏祭り02.07.27愛知事業所

２５日３７名、２６日２６名地域住民工場見学会02.05.25/2
6

愛知事業所

見学者３２名近隣市町議員団工場見学02.05.16愛知事業所

ヒラツツジ３１本植樹参加武豊地域植樹祭02.04.29愛知事業所

愛知事業所

愛知事業所

愛知事業所

愛知事業所

愛知事業所

愛知事業所

箇所

７１名参加、石川・浅水川のクリーン作戦地域ボランティア活動02.06.01

近隣７区の区長との懇談近隣区長との懇談02.02.07

約５０台分玉貫公民館に駐車場提供02.01.01

社員および地域住民対象、約350名参加玉福稲荷神社初詣01.12.31

町体育館駐車場草刈、駅周辺・道路空き缶
拾い等に６６名参加

地域ボランティア活動01.12.01

武豊・富貴中学生工場見学01.11.19

備考項目年月日

　尼崎工場は、職場安全の成績向上が顕著であるとして、2002年7月5日兵庫労働局から「進歩賞」を
受賞しました。また、千鳥工場は、高圧ガス保安功労に対して平成14年度神奈川県防災局長表彰を受
けました｡
　また、その他の活動として、尼崎西職域防犯協議会、尼崎同和対策雇用促進協議会、企業同和教育
合同研究会などに参加させて頂いております。

　これとは別に日本油脂独自の環境情報開示手段として、1998年9月より日本油脂インターネットホー
ムページ(http://www.nof.co.jp/)上に毎年「環境レポート」「環境レポート」「環境レポート」「環境レポート」として環境パフォーマンスデータを掲載し
てきました。開示内容についてはまだまだ不十分な点が多いかと思いますが、これからも充実を図っ
ていきたいと考えております。
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ＮＯＦ　ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮＮＯＦ　ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮＮＯＦ　ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮＮＯＦ　ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

HPHPHPHPをご覧になって頂いた皆様へをご覧になって頂いた皆様へをご覧になって頂いた皆様へをご覧になって頂いた皆様へ

　日本油脂の環境レポートも本年で５年目を迎えました。まだまだ内
容的に不十分な点が数多くありますが、今後も情報をさらに公開し、
より一層皆様とのコミュニケーションに努めてまいります。当社では、
皆様からお寄せいただく貴重なご意見ご感想を参考にして、ご期待に
添えるレポートにしてまいりたいと考えております。
お手数ですが、ホームページに設置しておりますアンケートにお答

え頂ければ幸いです｡


